
第９期生涯学習分科会における審議の状況（案） 

 

 

１．第９期における審議事項 
 
（１） 人口減少時代の新しい地域づくりに向けた社会教育の振興方策につい

て 
平成３０年３月、文部科学大臣より中央教育審議会に、「人口減少時代の新しい地域

づくりに向けた社会教育の振興方策について」諮問。①関係者の連携と住民の主体的な

参画による新しい地域づくりに向けた学習・活動の在り方、②公民館、図書館、博物館

等の社会教育施設に求められる役割、③社会教育施設が求められる役割を果たすために

必要な具体的方策について審議を行った。このうち、社会教育施設が求められる役割を

果たすために必要な具体的方策に関係して、公立社会教育施設の所管の在り方に関して

は、生涯学習分科会の下の「公立社会教育施設の所管の在り方等に関するワーキンググ

ループ」において、集中的に審議を行った。 
同ワーキンググループは６月に論点整理を取りまとめ、これを受け、生涯学習分科会

においても議論を行い、７月に「公立社会教育施設の所管の在り方等に関する生涯学習

分科会における審議のまとめ」を取りまとめた。 
その後、中央教育審議会総会、生涯学習分科会での更なる審議を経て、平成３０年１

２月に答申予定。 
答申案においては、地域における社会教育の意義や果たすべき役割について検討

し、今後「『社会教育』を基盤とした人づくり・つながりづくり・地域づくり」が一

層重要であるとした。その上で、新たな時代の社会教育の方向性として「開かれ、つ

ながる社会教育」を提示し、今後の社会教育の展開に当たっては、 

①学びの場への多くの地域住民の主体的な参画を得ること 

②学習者のニーズや、様々な課題に対応するため、社会教育行政担当部局と首長部

局、学校、NPO、企業等の多様な主体との一層の連携・協働を図ること 

③様々な取組を企画・実施するため、専門性ある人材の活躍を促進すること 

が重要であるとした。 

また、これらの取組を支える場となる社会教育施設の在り方として、①学習と活動

の拠点としてのみならず、住民主体の地域づくり、持続可能な共生社会の構築に向け

た取組の拠点としての役割も求められていくとし、その上で、②地方公共団体の長が

公立社会教育施設を所管できることとする特例については、社会教育の適切な実施の

確保に関する制度的担保が行われることを条件に、可とすべきとした。 
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（２） 第３期教育振興基本計画に盛り込むべき事項について 
平成２８年４月、文部科学大臣より中央教育審議会に、「第３期教育振興基本計画の

策定について」諮問。総会の下に教育振興基本計画部会が設置されて審議が行われ、平

成３０年３月に答申、平成３０年６月に閣議決定された。 
生涯学習分科会分では、教育振興基本計画に盛り込むべき事項について審議を行い、

平成２９年５月から３回に渡り、教育振興基本計画部会に対して意見を提出した。その

後も随時審議を行い、第３期計画には今後の教育政策に関する基本的な方針の一つとし

て、「生涯学び、活躍できる環境を整える」ことが盛り込まれ、今後５年間の教育政策

の目標と施策群の中に、「家庭・地域の教育力の向上、学校との連携・協働の推進」、

「人生１００年時代を見据えた生涯学習の推進」、「人々の暮らしの向上と社会の持続

的発展のための学びの推進」、「職業に必要な知識やスキルを生涯を通じて身につける

ための社会人の学び直しの推進」、「障害者の生涯学習の推進」等が盛り込まれた。 

 
 
（３） 文部科学省認定社会通信教育 

文部科学大臣は、学校又は一般社団法人若しくは一般財団法人の行う通信教育で社会

教育上奨励すべきものについて、社会教育法等に基づき認定を行っている。第９期生涯

学習分科会においては、２課程の認定、１課程の廃止を行った。 
 

区分 通信教育名 実施者 

認定 ローズ・ガーデン講座 一般社団法人日本園芸協会 
認定 クラフトバンド実技講座 一般社団法人クラフトバンドエコロジー協会 
廃止 ドレメ通信教育講座 学校法人杉野学園 

 
 
 

２．今後審議が必要と考えられる事項 
 
（例） 

○貧困層や高齢者、障害者、シングルマザーや一度離職した女性、外国人など、特に

学びへの支援を必要としていると考えられる方々への支援について 

 

○大学等と生涯学習・社会教育との連携を更に深化させるための方策について 

 

○行政とＮＰＯ等の多様な主体との連携を更に推進するための方策について 



人口減少時代の新しい地域づくりに向けた社会教育の振興方策について
（答申（案））概要

第１部 今後の地域における社会教育の在り方
＜地域における社会教育の目指すもの＞
１．地域における社会教育の意義と果たすべき役割～「社会教育」を基盤とした、人づくり・つながりづくり・地域づくり～
多様化し複雑化する課題と社会の変化への対応の要請
•人口減少、高齢化、貧困、つながりの希薄化、社会的孤立、地方財政の悪化、SDGsに向けた取組 等
⇒ 持続可能な社会づくりを進めるために、住民自らが担い手として地域運営に主体的に関わっていくことが重要

•人生100年時代の到来、Society5.0実現の提唱 等
⇒ 誰もが生涯にわたり必要な学習を行い、その成果を生かすことのできる生涯学習社会の実現へ向けた取組が必要

＜「社会教育」を基盤とした、人づくり・つながりづくり・地域づくりに向けた具体的な方策＞
１．学びへの参加のきっかけづくりの推進
•楽しさをベースとした学びや地域防災、健康長寿など、関心の高い学び等、学びや活動のきっかけづくりを工夫
•子供・若者の参画を促し、地域との関わりの動機付けとなり得る成功体験づくり
•社会で孤立しがちな人に対して、福祉部局等との連携により、アウトリーチの取組を強化
•各地における具体的な取組の収集・共有、地域における活動の事例分析と周知

４．社会教育の基盤整備と多様な資金調達手法の活用等
•各地方公共団体における十分な社会教育費の確保を含めた基盤整備
• クラウドファンディング等の多様な資金調達手法の活用

３．多様な人材の幅広い活躍の促進
•地域の課題解決等に熱意を持って取り組む多様な人材を社会教育の活動に巻き込み、連携
•教育委員会における社会教育主事の確実な配置、多様な主体による「社会教育士」の取得推奨

２．多様な主体との連携・協働の推進
•首長部局との連携を効果的に図るため、総合教育会議の活用や、部局間の人事交流を推進
• NPO、企業、大学等と行政関係者との積極的な意見交換や協議
•地域学校協働活動を核にした社会教育と学校教育の一層の連携・協働

２．新たな社会教育の方向性 ～開かれ、つながる社会教育の実現～
住民の主体的な参加の
ためのきっかけづくり

社会的に孤立しがちな人々も含め、
より多くの住民の主体的な参加を
得られるような方策を工夫し強化

ネットワーク型行政の実質化
社会教育行政担当部局で完
結させず、首長、NPO、大学
等、企業と幅広く連携・協働

地域の学びと活動を活性化
する人材の活躍
学びや活動と参加者をつなぎ、
地域の学びと活動を活性化す
る多様な人材の活躍を後押し

開かれ 、 つながる社会教育へ

社会教育：個人の成長と地域社会の発展の双方に重要な意義と役割

人づくり
学びによる知的欲求の充足、
人間的成長、自己実現

つながりづくり
住民の相互学習を通じ、つながり
意識や住民同士の絆の強化

地域づくり
地域に対する愛着や帰属意識、地域の
将来像を考え取り組む意欲の喚起
住民の主体的参画による地域課題解決

学びと活動の好循環
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第２部 今後の社会教育施設の在り方
＜今後の社会教育施設に求められる役割＞
社会教育施設には、従来の役割に加え、以下のような役割も期待。

•公民館：地域コミュニティの維持と持続的な発展を推進するセンター的役割、地域の防災拠点
•図書館：他部局と連携した個人のスキルアップや就業等の支援、住民のニーズに対応できる情報拠点
•博物館：学校における学習内容に即した展示・教育事業の実施、観光振興や国際交流の拠点

＜今後の社会教育施設の所管の在り方＞

生涯学習社会の実現に向けた横断的・総合的な教育行政の展開に向け、社会教育に関する
事務については今後とも教育委員会の所管を基本とすべき。
一方、地方の実情等を踏まえ、より効果的と判断される場合には、地方公共団体の判断により
地方公共団体の長が公立社会教育施設を所管できる特例を設けることについて、社会教育の適
切な実施の確保に関する制度的担保が行われることを条件に、可とすべき。

社会教育の適切な実施の確保の在り方について
同時に、社会教育の適切な実施の確保（政治的中立性の確保、住民の意向の反映、社会教育施設と
しての専門性の確保、社会教育と学校教育の連携等）のためには、本件特例を設けるに当たり、教育委
員会による関与など一定の担保措置※を講ずる必要がある。
※担保措置については、例えば、地方公共団体において所管の特例についての条例を定める際に、教育委員会の
意見を聴くことを義務付ける、といった例が議論されたが、具体的な在り方については、国において、法制化のプロセ
スにおいて具体的に検討すべき。

特例を設けることについて
（他行政分野との一体的運営による質の高い行政の実現の可能性）

•社会教育施設の事業と、まちづくりや観光等の他の行政分野の社会教育に関連する事業等とを一体的
に推進することで、より充実したサービス等を実現できる可能性。

•福祉、労働、産業、観光、まちづくり、青少年健全育成等の他の行政分野における人的・物的資源や
専門知識、ノウハウ、ネットワーク等の活用により、社会教育行政全体を活性化できる可能性。

•社会教育の新たな担い手として、まちづくりや課題解決に熱意を持って取り組んでいるがこれまで社会教
育と関わりがなかった人材を育成・発掘できる可能性。

（施設の効果的・効率的な整備・運営の可能性）
•首長部局が中心となって行っている社会資本整備計画等を通じた施設の戦略的な整備や、様々な分
野が複合した施設の所管を一元化することによる、当該施設の効率的な運営の可能性。

地方公共団体において特例措置を活用する場合に留意が求められる点
•特例が活用される場合でも、当該施設は引き続き社会教育施設であり、法令の規定を踏まえた専門的
職員の配置・研修、運営審議会等を活用した評価・情報発信等が重要。

•教育委員会は社会教育振興の牽引役として引き続き積極的な役割を果たしていくことが重要（総合教
育会議等の活用、首長部局やNPO等との連携・調整等）。地方行政全体の中に、社会教育を基盤と
した、学びを通じた人づくり・つながりづくり・地域づくりの視点を明確に組み込んでいくことが重要。

このような中、地方公共団体から、地方公共団体の判断により、地方公共団体の長が公立社会教育施
設を所管することができる仕組み（以下「特例」という。）を導入すべきとの意見が提出。これについて検討し、
必要な措置を講ずる必要（「平成29年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成29年12月26日
閣議決定））。
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第３期教育振興基本計画（概要）

○初等中等教育段階における世界トップレベルの学力の維持
○給付型奨学金制度、所得連動返還型奨学金制度の創設
○学校施設の耐震化の進展 等

Ⅱ 教育をめぐる現状と課題 Ⅲ 2030年以降の社会を展望した教育政策の重点事項

○「超スマート社会（Society 5.0）」の実現に向けた技術革新が進展するなか
「人生100年時代」を豊かに生きていくためには、「人づくり革命」、「生産性
革命」の一環として、若年期の教育、生涯にわたる学習や能力向上が必要

○教育を通じて生涯にわたる一人一人の「可能性」と「チャンス」を最大化
することを今後の教育政策の中心に据えて取り組む

第１部 我が国における今後の教育政策の方向性

１ これまでの取組の成果

２ 社会の現状や2030年以降の変化等を踏まえ、取り組むべき課題
（１）社会状況の変化

人口減少・高齢化、技術革新、グローバル化、子供の貧困、地域間格差 等
（２）教育をめぐる状況変化

○子供や若者の学習・生活面の課題 ○地域や家庭の状況変化
○教師の負担 ○高等教育の質保証等の課題

（３）教育をめぐる国際的な政策の動向
ＯＥＣＤによる教育政策レビュー 等

※計画期間：2018～2022年度

≪個人と社会の目指すべき姿≫

（個人） 自立した人間として、主体的に判断し、多様な人々と協働しながら
新たな価値を創造する人材の育成

（社会） 一人一人が活躍し、豊かで安心して暮らせる社会の実現、

社会（地域・国・世界）の持続的な成長・発展

≪教育政策の重点事項≫

Ⅳ 今後の教育政策に
関する基本的な方針

１ 夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力を育成する
２ 社会の持続的な発展を牽引するための多様な力を育成する
３ 生涯学び、活躍できる環境を整える

Ⅰ 教育の普遍的な使命

改正教育基本法に規定する教育の目的である「人格の完成」、「平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成」と、
教育の目標を達成すべく、「教育立国」の実現に向け更なる取組が必要

４ 誰もが社会の担い手となるための学びのセーフティネット
を構築する

５ 教育政策推進のための基盤を整備する

Ⅴ今後の教育政策の遂行に当たって特に留意すべき視点

１．客観的な根拠を重視した教育政策の推進
・ 教育政策においてＰＤＣＡサイクルを確立し、十分に機能させることが必要

企画・立案段階：政策目標、施策を総合的・体系的に示す［ロジックモデルの活用、指標設定］
実施段階：毎年、各施策のフォローアップ等を踏まえ着実に実施

［職員の育成、先進事例の共有］
評価・改善段階：政策評価との連携、評価結果を踏まえた施策・次期計画の改善

・ 客観的な根拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ（Evidence-Based Policy Making））
を推進する体制を文部科学省に構築、多様な分野の研究者との連携強化、
データの一元化、提供体制等の改革を推進

２．教育投資の在り方（第3期計画期間における教育投資の方向）

・ 人材への投資の抜本的な拡充を行うため、「新しい経済政策パッケージ」等を
着実に実施し、教育費負担を軽減

・ 各教育段階における教育の質の向上のための教育投資の確保
◇学校指導体制・指導環境整備、チーム学校 ◇学校施設の安全性確保（防災・老朽化対策）
◇大学改革の徹底・教育研究の質的向上 ◇社会人のリカレント教育の環境整備
◇若手研究者安定的雇用、博士課程学生支援 ◇大学施設の改修 など

・ ＯＥＣＤ諸国など諸外国における公財政支出など教育投資の状況を参考とし、
必要な予算を財源措置し、真に必要な教育投資を確保

・ その際、客観的な根拠に基づくＰＤＣＡサイクルを徹底し、国民の理解を醸成

３．新時代の到来を見据えた次世代の教育の創造
・ 超スマート社会（Society 5.0）の実現など、社会構造の急速な変革が見込まれる中、次世代の学校の在り方など、未来志向の研究開発を不断に推進
・ 人口減少・高齢化などの、地域課題の解決に向け、「持続可能な社会教育システム」の構築に向けた新たな政策を展開
・ 次世代の教育の創造に向けた研究開発と先導的な取組を推進

第２期計画の「自立」「協働」「創造」の方向性を継承し、以下の姿を目指す
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第２部 今後５年間の教育政策の目標と施策群

第１部で示した5つの基本的な方針ごとに、
①教育政策の目標
②目標の進捗状況を把握するための測定指標及び参考指標
③目標を実現するために必要となる施策群 を整理

基本的な
方針

教育政策
の目標

測定指標
参考指標

施策群

基本的な方針 教育政策の目標 測定指標・参考指標（例） 施策群（例）

１ 夢と志を持ち、可能性に挑戦する
ために必要となる力を育成する

（１）確かな学力の育成＜主として初等中等教育段階＞

（２）豊かな心の育成＜〃＞

（３）健やかな体の育成＜〃＞

（４）問題発見・解決能力の修得＜主として高等教育段階＞

（５）社会的・職業的自立に向けた能力・態度の育成
＜生涯の各段階＞

（６）家庭・地域の教育力の向上、学校との連携・協働の推進
＜〃＞

２ 社会の持続的な発展を牽引する
ための多様な力を育成する

（７）グローバルに活躍する人材の育成

（８）大学院教育の改革等を通じたイノベーションを牽引する
人材の育成

（９）スポーツ・文化等多様な分野の人材の育成

３ 生涯学び、活躍できる環境を
整える

（１０）人生１００年時代を見据えた生涯学習の推進

（１１）人々の暮らしの向上と社会の持続的発展のための学び
の推進

（１２）職業に必要な知識やスキルを生涯を通じて身に付ける
ための社会人 の学び直しの推進

（１３）障害者の生涯学習の推進

４ 誰もが社会の担い手となるための
学びのセーフティネットを構築する

（１４）家庭の経済状況や地理的条件への対応

（１５）多様なニーズに対応した教育機会の提供

５ 教育政策推進のための基盤を
整備する

（１６）新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導体制の
整備等

（１７）ICT 利活用のための基盤の整備

（１８）安全・安心で質の高い教育研究環境の整備

（１９）児童生徒等の安全の確保

（２０）教育研究の基盤強化に向けた高等教育のシステム改革

（２１）日本型教育の海外展開と我が国の教育の国際化

○知識・技能、思考力・判断力・表現力等、学びに
向かう力・人間性等の資質・能力の調和がとれた
個人を育成し、OECDのPISA調査等の各種国際
調査を通じて世界トップレベルを維持

○自分にはよいところがあると思う児童生徒の割合
の改善

○いじめの認知件数に占める、いじめの解消して
いるものの割合の改善

など

○外国人留学生数30万人を引き続き目指していく
とともに、外国人留学生の日本国内での就職率を
５割とする

○修士課程修了者の博士課程への進学率の増加

など

○これまでの学習を通じて身に付けた知識・技能や
経験を地域や社会での活動に生かしている者の
割合の向上

○大学・専門学校等での社会人受講者数を１００万人
にする

など

○生活保護世帯に属する子供、ひとり親家庭の子供、
児童養護施設の子供の高等学校等進学率、大学等
進学率の改善 など

○小中学校の教諭の１週間当たりの学内総勤務時間
の短縮

○学習者用コンピュータを３クラスに１クラス分程度整備

○緊急的に老朽化対策が必要な公立小中学校施設
の未改修面積の計画的な縮減

○私立学校の耐震化等の推進（早期の耐震化、天井
等落下防止対策の完了）

○学校管理下における障害や重度の負傷を伴う事故
等の発生件数の改善

など

○新学習指導要領の着実な実施等

○子供たちの自己肯定感・自己有用
感の育成

○いじめ等への対応の徹底、人権教育

など

○日本人生徒・学生の海外留学支援

○大学院教育改革の推進
など

○新しい地域づくりに向けた社会教育
の振興方策の検討

○社会人が働きながら学べる環境の
整備

など

○教育へのアクセスの向上、教育費負
担の軽減に向けた経済的支援

など

○教職員指導体制・指導環境の整備

○学校のICT環境整備の促進

○安全・安心で質の高い学校施設等
の整備の推進

○学校安全の推進
など
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